



















際法論集Ⅰ』有斐閣，1976年，Arthur C. F. Beales, Ｔʰｅ　ʜｉｓｔｏｒｙ　ｏｆ　Ｐｅａｃｅ：　Ａ　Ｓʰｏｒｔ　Ａｃｃｏｕｎｔ　ｏｆ　




















































7 ）　前注 ₅ 史料，『清季外交史料』光緒朝，巻141「総署奏遵査保和会各款並紅十字会章程尚無窒
礙摺」光緒25年10月22日（11月24日）付，頁 ₄ ～ ₆ ，同書同巻「総署奏保和会章内公断一条遵
旨再行妥議摺」光緒25日11月初 ₅ 日（12月 ₇ 日）付，頁 ₉ ～10。
8 ）　清朝の第 ₁ ・第 ₂ 回のハーグ平和会議への参加については，川島真「中国外交における象徴
としての国際的地位─ハーグ平和会議，国際連盟，そして国際連合へ」『国際政治』145号，
2006年，林学忠前掲書，306～337ページを参照。














































































































つぎに上海で発行されていた『教会新報』（週刊，刊行期間：1868年 ₉ 月～1874年 ₈ 月）




Martin Ceadel, Ｓｅⅿｉ︲Ｄｅｔａｃʰｅｄ　 ɪｄｅａˡｉｓｔｓ：　Ｔʰｅ　ʙｒｉｔｉｓʰ　Ｐｅａｃｅ　Ｍｏｖｅⅿｅｎｔ　 ａｎｄ　 ɪｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａˡ　











































17）　『教会新報』については，Adrian A. Bennett, Ｍｉｓｓｉｏｎａｒｙ　Ｊｏｕｒｎａˡｉｓｔ　ｉｎ　Ｃʰｉｎａ：　ʏｏｕｎɡ　Ｊ．　Ａˡˡｅｎ　





行止」同治13年 ₇ 月24日（1874年 ₉ 月 ₄ 日）附「述美国副領事畢徳格面議節略」，頁44，同書巻
₅「論遣使」光緒 ₂ 年閏 ₅ 月27日（1876年 ₇ 月18日），頁36など。このほか駐英公使の曾紀澤が












号数 刊行年月日 表題 内容・表現
① 177
1872年




















































































































21）　“South America,” Ｔʰｅ　Ｔｉⅿｅｓ, Feb.7, 1876, p. 5, “South American Notes,” ɴａｔｉｏｎａˡ　ʀｅｐｕｂˡｉｃａｎ, 













と題して1884年に香港から出版しており，「国政要論仁字第十」は，その巻 ₁ ，仁集の第 ₉ 章に
表 2　『万国公報』（1874～1883年）における仲裁裁判への言及例































⑦ 349 1875年₈ 月14日
大俄国事・代友邦断事 （マリア・ルス号事件）公請俄国皇上従中剖断之説，
疊経登諸報中。




















































刊される。この1889年は，しばらく途絶していた国際平和会議（Universal Peace Congress 
































































































おり，仲裁裁判のことではないが，表 ₃ ⑤は North China Daily News（『字林西報』）の記事を



















































⑧ 1874年11月 ₉ 日
喜息兵論 （アラバマ号事件）寧以此事委之局外和邦秉公酌定也。
⑨ 1875年₉ 月 ₉ 日
閲両日滇案消息書後 （マーガリー事件）故不如遵万国公法延請公正隣国従公定断，
俾両国仍帰和好不事戦争之為得也。
⑩ 1875年10月 ₆ 日
滇事伝言 （マーガリー事件）縁有文雅人以為泰西新章凡両国有失和事，
不必交戦，当由公正人作主云。
























































① ₇ 月18日 京華要電 （清仏問題）聞総理衙門行文与各国欽使請為評其曲直，想各国当必有公論也。
② ₈ 月 ₁ 日 本埠伝言 （清仏問題）昨得伝言，彼此擬就与国中請一大臣出為公断云。
③ ₈ 月 ₃ 日 総署述聞 （清仏問題，フランスの賠償金要求）其費銀一節，可各請大国一人以為中人云。
④ ₈ 月 ₇ 日 法事臆見 （清仏問題，ヤングの動向）然後発電稟明美総統請為公断。
⑤ ₈ 月18日 総署致各国欽差照会訳略
（清仏問題，フランスの賠償金請求）請問中国倘果曲在中国，
則美国公断，中国能従否。…〔此照会係従西文訳出。…〕
⑥ ₈ 月21日 電信訳聞 （清仏問題，西商からの情報）中法一事，経美国居間調処公断。
⑦
₈ 月22日 電音存疑 （前日掲載した西商からの情報に対し）蓋並未聞有美総統経
辦公断之説，何以竟有実数。想外洋有此伝聞，西人不察虚実，
即以達諸電報，実則不足為据也。
⑧ ₈ 月26日 法廷電音紀聞 （清仏問題）凡此情節必当布告各国，俾法廷尽悉其詳，則曲直所在，泰西列邦自有公論。
⑨ ₉ 月10日 東瀛伝聞 （清仏問題）日廷現寄音於其国駐京公使榎本武揚，令邀集英美徳各国公使出而勧和，俾法人憑公裁断，以息兵争。
⑩ 12月 ₂ 日 意存恫喝 （清仏問題）美国報載有法国信息云中法之事，已由英国出為公断，倘無成議，則法国議添兵船二萬，以擾広東云云。
⑪ 12月 ₄ 日 論英国応相助中国 （清仏問題）蓋数日前曾有中朝将己意及法人之意告之英国，使為酌中評理之説。
1885年
⑫ ₃ 月20日 俄兵暫駐 （アフガン・ロシア間の境界問題）俟有公正人出為画定疆界，再行定奪云云。
⑬ ₅ 月 ₅ 日 英俄消息 （アフガン・ロシア間の境界問題）或当由丹国皇出為調処。
⑭ ₉ 月28日 教王居間 （ドイツ・スペイン間のカロリング諸島の領有権争い）現在両国倶請羅馬教王為之従中居間。
1887年
⑮ ₃ 月 ₃ 日 崎案続聞 （長崎事件）遂請徳国駐日欽使従中公儀，以判曲直。
1888年
1
₂ 月26日 論万国公法道在和同 泰西自有万国公法之設，列邦皆奉為圭臬，而不敢有違。国有
大事，或兵刑玉帛盟聘和戦之挙，咸必於此折衷焉。不能以一
国独断，須以万国公断。








































































ている。Timothy Richard, Ｆｏｒｔｙ︲ｆｉｖｅ　ʏｅａｒｓ　 ｉｎ　Ｃʰｉｎａ, London: T. Fisher Unwin Ltd., 1916, 
Chap.21. 邦訳は，蒲豊彦・倉田明子監訳『中国伝道45年─ティモシー・リチャード回想録』平
凡社，2020年，第21章。また彼の平和運動への関りについては以下を参照：Eunice V. Johnson, 
Ｔｉⅿｏｔʰｙ　ʀｉｃʰａｒｄʼｓ　Ｖｉｓｉｏｎ：　Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ʀｅｆｏｒⅿ　ｉｎ　Ｃʰｉｎａ︐　₁₈₈₀－₁₉₁₀, Eugen Or.: Pickwick 

















































































































































































47）　The British and Foreign Arbitration Association の代表が李鴻章に手渡した書簡の内容は，
以下を参照：“Li Hung Chang”, Ｔʰｅ　Ｔｉⅿｅｓ , Aug 13, 1896, p. 3.
48）　Charles Calvo, ʟｅ　ｄｒｏｉｔ　ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａˡ　ｔʰｅｏｒｉｑｕｅ　ｅｔ　ｐｒａｔｉｑｕｅ︐　ｐｒｅｃｅｄｅ　ｄ＇ｕｎ　ｅｘｐｏｓｅ　ʰｉｓｔｏｒｉｑｕｅ　ｄｅｓ　

































49）　John Russell Young, “American Influence in China”, Ｔʰｅ　ɴｏｒｔʰ　Ａⅿｅｒｉｃａｎ　ʀｅｖｉｅʷ, Vol. 151, 


















































































第563号（1899年 ₅ 月29日）と第628号（1899年 ₈ 月 ₂ 日）の「路
ロイター
透電文」はハーグ平和会議関




































（ ₈ 月 ₇ 日）の「国際仲裁と布哇問題」。なお，『時務報』では前者の原文について「訳日本報西



































































































お わ り に
本稿では，19世紀後半に中国で刊行された新聞・雑誌のなかで仲裁裁判に言及した記事を
検討することで，仲裁裁判がどのように紹介され，中国知識人の間で仲裁裁判がどのように
認識されていたのかを確認してきた。仲裁裁判の「公平な裁定」という部分を表した「公
断」という訳語は，19世紀末にはある程度定着していたものの，表現の変化に関わらず，仲
裁裁判に対する中国知識人の認識は，仲裁裁判にかりて相手国を非難する「公論」を形成す
るという側面が強く，また仲裁裁判の制度は，不法行為に対し国際社会が公平・公正に基づ
いて介入するものだという認識が強かった。そもそも「公断」という訳語自体，日本の「仲
裁裁判」に比べ，「公論」や公正・公平のニュアンスが強い。西洋と中国の法の在り方は，
前者をルール型，後者を公論型として対比される63）が，仲裁裁判に対する認識にも同様のこ
とがいえるだろう。仲裁裁判は，紛争当事国双方が，仲裁者の選定から判断をゆだねる範囲
や判断基準まで合意によって定め，中立な第三者にその合意内容に基づいて裁定を委ねるも
のであり，たとえ判決が自国に不利であっても，自らが委ねた判断に従う義務があるとする。
一方，中国で仲裁裁判に言及される際，中国を直・是とし紛争相手国を曲・非とするのが前
提となっているので，仲裁裁判の裁定そのものに意味はない。「公論」とは是非曲直を明ら
かにすべきものであり64），中国知識人の考える仲裁裁判は，相手国を曲・非とする「公論」
を第三者あるいは国際社会が表明し，それによって紛争相手国を牽制して自国の権益を守る
というものだった。欧米を中心とする近代国際秩序が結局は力にもとづき，中国などを差別
している現実から，国際法や仲裁裁判の公平・公正を疑いつつも，列強による利権獲得競争
の舞台となった中国では，「公論」に基づき公平・公正を旨とする「公断」に期待せざるを
得なかったのである。
以上のような「公断」観が形成されていた20世紀初頭，中国分割への危機感から愛国主義
が高まり，国内世論の外交に対する影響が大きくなっていた。そうした状況のなかで清朝外
交は「公断」をいかに利用したのか。引き続き検討していきたい。
63）　寺田浩明『中国法制史』東京大学出版会，2018年，206～218ページ。
64）　『国聞報』第30号「駁英太晤士報論徳据膠澳事」1897年11月24日。
⎝₂₇₇⎠
